
みやま市大規模太陽光発電設備設置促進条例 

平成２４年１２月１４日 

条例第３１号 

（目的） 

第１条 この条例は、大規模太陽光発電設備の設置を促進するための奨励措置

を講じることにより、市内に再生可能エネルギーの導入促進を図り、もって

環境保全を重視したまちづくり及び地域産業の活性化に寄与することを目的

とする。 

（定義） 

第２条 この条例において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定め

るところによる。 

(１) 大規模太陽光発電設備 最大出力が５０キロワット以上の新設された

太陽光発電設備（規則で定める附属装置を含む。）をいう。 

(２) 設置事業者 市内において大規模太陽光発電設備を設置した事業者

（個人事業者を含む。）をいう。 

 （課税免除） 

第３条 市長は、設置事業者に課する固定資産税について、大規模太陽光発電

設備に対して新たに課されることとなる年度以後３年度分を限度として、み

やま市税条例（平成１９年みやま市条例第５６号）の規定にかかわらず、当

該設備に係る固定資産税の課税標準額の６分の５に相当する額を賦課するも

のとする。 

２ みやま市工業等振興促進条例（平成１９年みやま市条例第１３５号）に基

づく固定資産税の課税免除の対象となった固定資産については、前項の規定

を適用しない。 

 （適用除外） 

第４条 市長は、設置事業者が次の各号のいずれかに該当するときは、前条第

１項の規定にかかわらず、固定資産税の課税免除をしない。 

(１) 市税を滞納しているとき。 

(２) 暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第７

７号）第２条第２号に規定する暴力団（以下「暴力団」という。）、同条

第６号に規定する暴力団員（以下「暴力団員」という。）又は暴力団若し

くは暴力団員と密接な関係を有する者であるとき。 

(３) その他固定資産税の課税免除をすることが適当でないと市長が認める

とき。 

 （固定資産税の課税免除申請等） 

第５条 第３条第１項の規定による固定資産税の課税免除を受けようとする者

は、課税免除を受けようとする年度ごとに市長に申請しなければならない。 



２ 市長は、前項の規定による申請があったときは、速やかにこれを審査し、

適当と認めるときは、固定資産税の課税免除を決定するものとする。この場

合において、市長は、当該決定に際して必要な条件を付すことができる。 

（地位の承継） 

第６条 前条第２項の規定により課税免除の決定を受けた者（以下「決定事業

者」という。）は、大規模太陽光発電設備を第三者に譲渡すること等により決

定事業者としての地位を承継する必要が生じたときは、その旨を市長に申請

し、その承認を求めなければならない。 

２ 市長は、前項の規定による申請があったときは、速やかにこれを審査し、

適当と認めるときは、これを承認するものとする。この場合において、市長

は、当該承認に際して必要な条件を付すことができる。 

３ 前条第１項の規定は、第２項の規定により地位の承継の承認を受けた者（以

下「地位承継事業者」という。）について準用する。 

（課税免除決定の取消し等） 

第７条 市長は、決定事業者（地位承継事業者を含む。以下同じ。）が次の各号

のいずれかに該当するときは、課税免除の決定を取り消すことができる。 

(１) この条例若しくはこの条例に基づく規則の規定又はこれらの規定によ

る決定若しくは承認に付した条件に違反したとき。 

 (２) 偽りその他不正な手段により固定資産税の課税免除の決定又は地位の

承継の承認を受けたとき。 

 (３) 大規模太陽光発電設備に対して新たに固定資産税が課税されることと

なった年度以後３年度間（以下「課税免除の適用期間」という。）におい

て、大規模太陽光発電設備の稼動を正当な理由なく休止したとき、大規

模太陽光発電設備を撤去したとき又はこれらと同様の状態にあると市長

が認めたとき。 

 (４) 課税免除の適用期間において、前条第２項の規定による市長の承認を

得ることなく、大規模太陽光発電設備の譲渡等をしたとき。 

 (５) 課税免除の適用期間において、市税を滞納したとき。 

(６) 固定資産税の課税免除の全部又は一部の辞退を申し出たとき。 

 (７) その他固定資産税の課税免除をすることが適当でないと市長が認めた

とき。 

２ 市長は、前項の規定により課税免除の決定を取り消したときは、当該決定

事業者に対して課税免除した固定資産税の額の全部又は一部を賦課徴収する

ことができる。 

 

 

 



（報告及び調査） 

第８条 市長は、決定事業者に対して、大規模太陽光発電設備の設置及び稼働

の状況について報告を求め、実地に調査し、又は必要な指示を行うことがで

きる。 

 （委任） 

第９条 この条例の施行に関し必要な事項は、規則で定める。 

 

 

   附 則 

この条例は、公布の日から施行し、同日以後に新たに課される大規模太陽光

発電設備に係る固定資産税から適用する。 


